
凡例（対前年増減率）

＜旅客輸送＞
○鉄道（Ｐ６）

1.3 1.2 2.0 4.0 1.8 2.8

     

うち新幹線 うち新幹線 うち新幹線

    

平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

中部地方における平成２９年度上半期の運輸の動き

+5%以上
+5%未満
+1%超過

+1%未満
-1%超過

-1%未満
-5%超過

-5％以下

中 部 運 輸 局
平成３０年2月19日発行

・東海旅客鉄道の在来線、東海道新幹線、名古屋鉄道、近畿日本鉄道のうち管内分（赤目口駅以東）、名古屋市交通局の平成２９年度上半期における旅客輸送人員の

合計は７７９,５９９千人で、前年度に引き続き１．９％の増加となった。うち東海道新幹線は８４，５５７千人で、前年度に引き続き３．３％の増加となった。

連絡先 〒４６０－８５２８

愛知県名古屋市中区三の丸２－２－１

国土交通省 中部運輸局

交通政策部 消費者行政・情報課

℡ ０５２－９５２－８０４７
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○乗合バス（Ｐ７） ○貸切バス（Ｐ７）

○タクシー（Ｐ８） ○フェリー（Ｐ８）

○航空（Ｐ９）

4.2 5.8 3.9 9.5 8.8 2.7

     

国際線 国内線 国際線 国内線 国際線 国内線
平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

△ 6.4 9.7△ 3.7 △ 3.9 △ 3.2 △ 4.0 △ 3.2 △ 2.6

  

1.1

うち名古屋

     

△ 4.6

平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計 平成２８
年度計

４～６
月期計

△ 5.5 △ 2.3

７～９
月期計うち名古屋 うち名古屋

1.1 △ 1.7 1.3 △ 0.1 1.5 △ 0.1

      

平成２８
年度計

４～６
月期計

７～９
月期計名市交 他10社 名市交 他10社 名市交 他10社

平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

・愛知県４社、静岡県２社、岐阜県１社、三重県１社、福井県２社の主要事業者及び名古屋市交通局の平成２９年度上半期における旅客輸送人員の合計は１４６，４３３千人で、

０．５％の増加となった。

・名古屋市交通局の平成２９年度上半期の輸送人員は６３，８８１千人で、前年度に引き続き１．４％の増加となった。

・他の管内１０社の平成２９年度上半期における輸送人員の合計は８，２５５２千人で、前年度に引き続き０．１％の減少となった。うち高速バスの輸送人員は１，６５７千人で、

前年度に引き続き４．８％の増加となった。

・貸切バス管内１０社の平成２９年度上半期の輸送人員合計は３，７６１千人で、前年度に引き続き３．３％の減少となった。

・標準的な事業者として抽出した名古屋２１社、尾張・三河１９社、静岡２１社、伊豆９社、岐阜１０社、飛騨２社、三重１０社、福井１６社、計１０８社の平成２９年度上半期に

おける旅客輸送人員の合計は１８，６４４千人で、前年度に引き続き３．２％の減少となった。うち名古屋２１社の輸送人員は４，５８２千人で、前年度に引き続き３．３%

の減少となった。

・フェリー管内４社の平成２９年度上半期の輸送人員合計は４７２千人で、４．７％の増加となった。

・中部国際空港、富士山静岡空港の平成２９年度上半期における国際線輸送人員の合計は、２，９７２千人であり、前年度に引き続き６．４％の増加となった。

・中部国際空港、県営名古屋空港、富士山静岡空港の平成２９年度上半期における国内線輸送人員の合計は３，７４８千人で、前年度に引き続き５．７％の増加となった。
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＜貨物輸送＞
○ＪＲ貨物（Ｐ１０）

○トラック輸送（Ｐ１１）

○フェリー（Ｐ１２）

△ 3.0

      

0.3 △ 11.2 △ 4.8 △ 1.9 △ 1.1 15.0 7.9 3.5



トラック バス 乗用車 トラック バス 乗用車 トラック バス 乗用車
平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

特別積合せ 宅配便 特別積合せ 宅配便 特別積合せ 宅配便

1.4 4.9 1.6 3.6 1.0 2.1

平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

6.8

     

      

2.6 1.8 3.3 2.1 6.9 △ 3.2 0.0 △ 6.4



うちコンテナ うち車扱 うちコンテナ うち車扱 うちコンテナ うち車扱
平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

・日本貨物鉄道東海支社発の平成２９年度上半期の輸送トン数は２，４７６．５千トンで、前年度に引き続き１．０％の増加となった。うちコンテナ貨物については１，３２０．７千

トンで、前年度に引き続き６．８％の増加となった。車扱い貨物については１，１５５．８千トンで、５．０％の減少となった。

・特別積合せトラック管内発主要８社の平成２９年度上半期における輸送トン数は４，２４６千トンで、前年度に引き続き１．３％の増加となった。

・管内発主要７社の平成２９年度上半期の宅配個数合計は１６０，１５４千個で、前年度に引き続き２．９％の増加となった。

・フェリー管内４社の平成２９年度上半期のトラック航送台数は６１，８１０台で、前年度に引き続き２．８％の増加となった。バス航送台数は２，３３２台で、前年度に引き続き

２．０％の減少、乗用車航送台数は１５０，０１６台であり、８．５％の増加となった。
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○倉庫（Ｐ１３）

○港湾輸送（Ｐ１４）

○航空貨物（Ｐ１５）

2.8 △ 8.3 3.0 8.7 11.4 △ 0.4

     

国際線 国内線 国際線 国内線 国際線 国内線
平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

1.5 △ 5.91.9 2.4 △ 0.2 6.8 8.6 3.2 △ 2.1

       

うち輸入 うち輸出 うち輸入 うち輸出 うち輸入 うち輸出
平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

普通 冷蔵 普通 冷蔵 普通 冷蔵

3.5 2.3 6.5 △ 16.1 6.4 △ 17.3

平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

     

・名古屋主要１０社における平成２９年度上半期の貨物取扱量は６３，４９６千トンであり、前年度に引き続き２．３％の増加となった。うち輸入貨物の取扱量は２４，０３４千トン

で前年度に引き続き５．１％の増加、輸出貨物の取扱量は３１，７８１千トンで１．４％の減少となった。国内移入貨物の取扱量は３，５６９千トンで１４．９％の増加、国内移出

貨物の取扱量は４，１１２千トンで７．２％の増加となった。

・普通（１～３類）倉庫における平成２９年度上半期の愛知県・岐阜県・三重県合計入庫高は８，９８１千トンであり、前年度に引き続き６．４％の増加となった。

・冷蔵倉庫における平成２９年度上半期の合計入庫高は７３３千トンであり、１６．７％の減少となった。

・中部国際空港における平成２９年度上半期の国際線取扱トン数は８７，１４０トンで前年度に引き続き７．１％の増加、国内線取扱トン数は１１，８６２トンで３．８％の増加と

なった。
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＜その他＞
○旅行業（Ｐ１６）

○自動車新車登録（届出）台数（Ｐ１７） ○自動車保有車両数（Ｐ１７）
平成２９年度９月期

うち軽自動車 うち二輪

  

0.6 0.9 0.6

      

△ 4.4 7.3 19.5 △ 2.2 9.9 0.6 0.7

平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計
うち軽自動車 うち二輪自動車 軽自動車 自動車 軽自動車 自動車 軽自動車

0.7



7.2

△ 2.8 △ 3.5 6.6 △ 4.9 0.6 △ 5.3

     

平成２８年度末

海外 国内 海外 国内 海外 国内
平成２８年度計 ４～６月期計 ７～９月期計

・管内主要５社における平成２９年度上半期の旅行取扱額は、海外旅行では４０，５７３百万円で３．２％の増加、国内旅行は９３，８９０百万円で５．１％の減少となった。

・管内の平成２９年度上半期の新車登録台数は２６８，５１５台で、前年度に引き続き２．２％の増加となった。

・管内の平成２９年度上半期の軽自動車届出台数は１３５，６５６台で、１４．３％の増加となった。

・管内の平成２９年度上半期における自動車保有台数は１２，０２３千台であり、前年度に引き続き０．６％の増加となった。
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１．旅客輸送指標

分類

年  月 項目 東海旅客鉄道　東海道新幹線 東海旅客鉄道　在来線

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％

平成２５年度 計 154,816       3.7 8.3 395,483      2.2 2.9 361,488      3.5 5.0 102,166    3.3 3.8 447,558     3.3 5.9 1,449,068   3.1 5.9

平成２６年度 計 157,369       1.6 5.5 391,247      △ 1.1 1.1 360,107      △ 0.4 3.1 98,888      △ 3.2 0.0 451,491     0.9 4.2 1,446,736   △ 0.2 2.9

平成２７年度 計 162,958       3.6 5.3 400,796      2.4 1.3 373,513      3.7 3.3 100,396    1.5 △ 1.7 466,068     3.2 4.1 1,490,907   3.1 2.9

平成２８年度 計 164,919       1.2 4.8 405,183      1.1 3.6 378,874      1.4 5.2 101,434    1.0 2.6 472,582     1.4 4.7 1,510,058   1.3 4.4

平成２９年度 計

うち4～6月　計 41,354        4.0 5.1 103,717      1.8 3.5 99,126       2.2 4.0 26,316      1.9 2.4 122,619     1.4 3.0 389,853      2.0 3.6

うち7～9月　計 43,203        2.8 1.9 105,022      1.2 2.4 97,871       2.4 3.6 25,883      0.6 1.6 121,138     1.9 2.9 389,746      1.8 2.8

うち10～12月　計 -                - - -               - - -               - - -             - - -              - - -               - -

うち1～3月　計 -                - - -               - - -               - - -             - - -              - - -               - -

　　　備　　　考　　

担当部課

鉄　　　　　　　　　　　　　　道

名古屋鉄道 管内　近畿日本鉄道 名古屋市交通局 鉄道計

鉄　　　道　　　部　　　　監　　　理　　　課

増減率 増減率 増減率
輸送人員 輸送人員 輸送人員数値 輸送人員

増減率 増減率 増減率
輸送人員 輸送人員

1,420,000

1,450,000

1,480,000

1,510,000

1,540,000

25 26 27 28

千人

年度

鉄道計 輸送人員

（東海旅客鉄道、名古屋鉄道・近畿日本鉄道・名古屋市交通局）

350,000

360,000

370,000

380,000

390,000

400,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度

千人

鉄道計 輸送人員

（東海旅客鉄道、名古屋鉄道・近畿日本鉄道・名古屋市交通局）

１ 特記しない限り「年度」は、４月１日から翌年３月３１日まで、「暦年」は、１月１日から１２月３１日までとした。

２．各欄の単位未満の数値は、原則として四捨五入したものである。

したがって、合計数値と内訳数値が一致しない場合がある。

３．表中の符号は、次のとおりである。

「０」、「0.0」・・・ 単位未満 「－」・・・ 皆無又は年度数値に同じ

「△」・・・・・・・ 負数 「ｒ」・・・・・・・ 修正値

４．用語の使い分けは、次のとおりである。

「管内」・・・・・・・愛知、静岡、岐阜、三重、福井の５県である。

「増減率」・・・各項目における百分率での増減を示す。

５．自動車保有車両数とはその年度、及び四半期末時点での保有台数を 示す。
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１．旅客輸送指標

分類

年  月 項目 管内１０社

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％

平成２５年度 計 161,112       3.2 △ 0.2 2,579 57.5 58.9 117,598 2.5 4.2 278,710    2.9 1.6 8,706        △ 2.1 51.6

平成２６年度 計 163,297       1.4 4.6 3,194 23.8 95.1 119,118 1.3 3.8 282,415    1.3 4.3 8,113        △ 6.8 △ 8.8

平成２７年度 計 164,814       0.9 2.3 3,218 0.8 24.8 122,596 2.9 4.3 287,410    1.8 3.1 7,676        △ 5.4 △ 11.8

平成２８年度 計 161,953 △ 1.7 △ 0.8 3,229 0.3 1.1 123,895 1.1 4.0 285,848 △ 0.5 1.2 7,253 △ 5.5 △ 10.6

平成２９年度 計

うち4～6月　計 42,475        △ 0.1 △ 0.4 776 6.6 2.9 31,822 1.3 2.5 74,297      0.5 0.8 2,118 △ 2.3 △ 5.5

うち7～9月　計 40,077        △ 0.1 △ 2.9 881 3.3 0.7 32,059 1.5 2.0 72,136      0.6 △ 0.8 1,643 △ 4.6 △ 9.2

うち10～12月　計 -                - - -               - - -               - - -             - - - - -

うち1～3月　計 -                - - -               - - -               - - -             - - - - -

　　　備　　　考　　

担当部課 自　動　車　交　通　部　　　旅　客　第　一　課

・管内１０社は、中部管内愛知、静岡、岐阜、三重、福井の主要１０社の合計である。
・H25.7までの高速バスの数値は乗合管内８社の高速バスの数値のみ計上。
 H25.8～H25.11までの高速バスの数値は乗合管内１１社の高速バスの数値を計上。

平成24年3月までは管内8社、平
成25年12月までは管内11社の
データを計上。

乗　　合　　バ　　ス 貸　切　バ　ス

管内１０社 うち高速バス管内10社 名古屋市交通局 乗合バス計

輸送人員
増減率

輸送人員
増減率

輸送人員
増減率

数値 輸送人員
増減率

輸送人員
増減率

270,000

275,000

280,000

285,000

290,000

25 26 27 28

千人

年度

乗合バス 輸送人員

（管内１１社局計）

68,000

69,000

70,000

71,000

72,000

73,000

74,000

75,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千人

乗合バス 輸送人員

（管内１１社局計）

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千人

貸切バス 輸送人員

（管内１０社計）

6,000

7,000

8,000

9,000

25 26 27 28

千人

年度

貸切バス 輸送人員

（管内１０社計）
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１．旅客輸送指標

分類 フ　ェ　リ　ー

年  月 項目 管内 1０８社 うち名古屋2１社 管内 ４社

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％

平成２５年度 計 45,960 △ 0.1 △ 2.6 16,503 1.7 △ 0.4 1,092         24.5 34.0

平成２６年度 計 44,175 △ 3.9 △ 4.0 16,234 △ 1.6 0.1 917           △ 16.1 4.5

平成２7年度 計 45,991        4.1        0.1         16,021 △ 1.3 △ 2.9 878           △ 4.2 △ 19.6

平成２８年度 計 41,222        △ 10.4  △ 6.7    12,326 △ 23.1 △ 24.1 822           △ 6.4 △ 10.4

平成２９年度 計

うち4～6月　計 9,136 △ 3.2 - 2,253 △ 4.0 - 217           9.7 3.8

うち7～9月　計 9,508 △ 3.2 - 2,329 △ 2.6 - 255           1.1 △ 8.9

うち10～12月　計 -                - - -               - - -               - -

うち1～3月　計 -                - - -               - - -               - -

担当部課 海事振興部　旅客課
調査対象の変更により数値が不連続な年度がある 管内４社の輸送人員である。

備　　　考　　

タ　　　ク　　　シ　　　ー

数値 輸送人員
増減率

輸送人員
増減率

輸送人員
増減率

自　動　車　交　通　部　　　旅　客　第　二　課

30,000

40,000

50,000

60,000

25 26 27 28

千人

年度

タクシー 輸送人員

（管内108社）

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千人

タクシー 輸送人員

（管内108社）

700

800

900

1,000

1,100

25 26 27 28

千人

年度

フェリー 輸送人員

（管内４社）

100

200

300

400

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千人

フェリー 輸送人員

（管内４社）
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１．旅客輸送指標

分類

年  月 項目 中部国際空港国際線 中部国際空港国内線 県営名古屋空港 富士山静岡空港国際線 富士山静岡空港国内線

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％ 千人 ％ ％

平成２５年度 計 4,467          △ 0.5 △ 1.0 5,404          14.5 19.7 619           24.0 92.0 166          △ 15.0 14.2 293           16.5 9.9 4,633 △ 1.1 2.5 6,315 15.4 23.7

平成２６年度 計 4,521          1.2 0.7 5,399          △ 0.1 14.4 668           8.0 33.9 244          47.0 24.9 305           4.1 21.4 4,765 2.8 1.7 6,372 0.9 16.5

平成２７年度 計 4,900          8.4 9.7 5,524          2.3 2.2 748           12.0 20.9 390          59.5 134.5 309           1.3 5.5 5,289 11.0 14.2 6,582 3.3 4.2

平成２８年度 計 5,233          6.8        15.8      5,728          3.7 6.1 901           20.4 34.8 277          △ 29.0 13.3 335           8.4 9.8 5,510 4.2 15.6 6,964 5.8 9.3

平成２９年度 計

うち4～6月　計 1,347          4.5 18.8 1,418          8.8 9.4 221           9.2 18.3 66            △ 6.9 △ 33.4 89            23.1 31.9 1,413 3.9 14.6 1,728 9.5 11.5

うち7～9月　計 1,482          9.4 20.9 1,669          3.7 8.5 248           △ 5.9 22.4 77            △ 1.8 △ 42.3 104           9.8 25.0 1,559 8.8 14.6 2,020 2.7 10.8

うち10～12月　計 -                - - -               - - -               - - -             - - -              - - -              - - - - -

うち1～3月　計 -                - - -               - - -               - - -             - - -              - - -              - - -              - -

担当部課 中部国際空港㈱

航　　　　　　　　　　　空

国際線計 国内線計

輸送人員 輸送人員
増減率 増減率

備　　　考　　

愛知県振興部 航空対策課

数値 輸送人員
増減率

輸送人員
増減率

輸送人員
増減率

輸送人員

国際線輸送人員は、中部国際空港と富士山静岡空港の合計、国
内輸送人員は、中部国際空港、県営名古屋空港、富士山静岡空
港の合計を表示する。

静岡県 文化・観光部 空港利用促進課

増減率
輸送人員

増減率

4,300

4,600

4,900

5,200

5,500

5,800

25 26 27 28

千人

年度

空港乗降客数

（国際線）

1,100

1,300

1,500

1,700

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千人

空港乗降客数

（国際線）

6,000

6,500

7,000

7,500

25 26 27 28

千人

年度

空港乗降客数

（国内線）

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千人

空港乗降客数

（国内線）
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２．貨物輸送指標 貨　　物　　輸　　送　　ト　　ン　　数

分類 貨　　物　　鉄　　道　　（　Ｊ Ｒ 貨 物　）

年  月 項目 東海支社発コンテナ 東海支社発　車扱 東海支社発　合計

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 千 ｔ ％ ％ 千 ｔ ％ ％ 千 ｔ ％ ％

平成２５年度 計 2,539.6 2.6 10.8 2,738.1 6.3 3.5 5,277.7 4.5 6.9

平成２６年度 計 2,452.7 △ 3.4 △ 0.9 2,547.8 △ 7.0 △ 1.1 5,000.5 △ 5.3 △ 1.0

平成２７年度 計 2,509.4 2.3 △ 1.2 2,540.0 △ 0.3 △ 7.2 5,049.4 1.0 △ 4.3

平成２８年度 計 2,554.6 1.8 4.2 2,624.5 3.3 3.0 5,179.1 2.6 3.6

平成29年度 計

うち4～6月　計 659.2 6.9 7.5 537.2 △ 3.2 10.7 1,196.4 2.1 8.9

うち7～9月　計 661.5 6.8 7.7 618.6 △ 6.4 △ 5.5 1,280.1 0.0 0.9

うち10～12月　計 -            - - -            - - - - -

うち1～3月　計 -            - - -            - - -            - -

担当部課

平成21年

平成21年

平成21年

平成21年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

ＪＲ貨物東海支社内の取扱駅における貨物の発送トン数である。

備　　　考　　

数値 輸送トン数 輸送トン数 輸送トン数
増減率 増減率 増減率

鉄　　道　　部　　　　監　　理　　課

2,400

2,450

2,500

2,550

2,600

25 26 27 28

千t

年度

ＪＲ貨物 東海支社発コンテナ

600

620

640

660

680

700

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千t

ＪＲ貨物 東海支社発コンテナ

2,350

2,450

2,550

2,650

2,750

2,850

25 26 27 28

千t

年度

ＪＲ貨物 東海支社発車扱

400

450

500

550

600

650

700

750

800

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千t

ＪＲ貨物 東海支社発車扱
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２．貨物輸送指標 特別積合せトラック

分類 ト　ラ　ッ　ク

年  月 項目 管内発８社　特別積み合わせ 管内発７社　宅配便

対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 千 ｔ ％ ％ 千個 ％ ％

平成２５年度 計 8,905 4.5 4.9 300,844 1.7 33.6

平成２６年度 計 8,496 △ 4.6 △ 0.3 297,734 △ 1.0 0.6

平成２７年度 計 8,435 △ 0.7 △ 5.3 306,707 3.0 1.9

平成２８年度 計 8,554 1.4 0.7 321,790 4.9 8.1

平成２９年度 計

うち4～6月　計 2,125 1.6 2.6 79,128 3.6 8.0

うち7～9月　計 2,121 1.0 2.7 81,026 2.1 7.9

うち10～12月　計 -            - - - - -

うち1～3月　計 -            - - -            - -

担当部課

平成21年

平成21年

平成21年

平成21年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成24年3月までは主要8社（宅配便は6社）、平成24年4月以降は、主要8社
（宅配便は7社）の管内発貨物の合計である。

備　　　考　　

数値 輸送トン数
増減率

取扱個数
増減率

自　動　車　交　通　部　　貨　物　課

8,000

8,500

9,000

9,500

25 26 27 28

千t

年度

特別積合せトラック輸送量

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千t

特別積合せトラック輸送量

250,000

275,000

300,000

325,000

350,000

25 26 27 28

千個

年度

宅配便取扱個数

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千個

宅配便取扱個数
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２．貨物輸送指標 フ　　　　ェ　　　　リ　　　　ー

分類 　 フ　　　　ェ　　　　リ　　　　ー

年  月 項目 管内４社　トラック 管内４社　バス

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 台 ％ ％ 台 ％ ％ 台 ％ ％

平成２５年度 計 118,253   5.0 4.9 10,397     50.8 67.2 332,312   11.0 20.7

平成２６年度 計 119,083   0.7 5.8 7,470      △ 28.2 8.4 279,448   △ 15.9 △ 6.7

平成２７年度 計 117,470   △ 1.4 △ 0.7 5,766      △ 22.8 △ 44.5 271,777   △ 2.7 △ 18.2

平成２８年度 計 117,775   0.3 △ 1.1 5,123      △ 11.2 △ 31.4 258,824   △ 4.8 △ 7.4

平成２９年度 計

うち4～6月　計 31,054     △ 1.9 3.3 1,299      △ 1.1 △ 5.7 69,801     15.0 5.8

うち7～9月　計 30,756     7.9 △ 0.5 1,033      △ 3.0 △ 3.1 80,215     3.5 △ 4.2

うち10～12月　計 -            - - -            - - - - -

うち1～3月　計 -            - - -            - - -            - -

担当部課

平成21年

平成21年

平成21年

平成21年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

管内４社　乗用車

海　　事　　振　　興　　部　　　　旅　　客　　課

管内４社の合計である。
備　　　考　　

数値 航送台数
増減率

航送台数 航送台数
増減率 増減率

116,000

117,000

118,000

119,000

120,000

25 26 27 28

台

年度

フェリー（トラック）航送台数

（管内４社）

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

32,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

台

フェリー（トラック）航送台数

（管内４社）
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２．貨物輸送指標

分類

年  月 項目 東海３県　入庫高 同　月末保管残高 回　転 東海３県　入庫高 同　月末保管残高 回　転

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 千ｔ ％ ％ 千ｔ ％ ％ 回 千ｔ ％ ％ 千ｔ ％ ％ 回

平成２５年度 計 16,507     3.5 △ 4.4 25,623     △ 1.2 △ 2.9 7.7          1,574      1.0 2.2 2,302      △ 0.3 0.2 8.2          

平成２６年度 計 16,790     1.7 5.3 27,559     7.6 6.3 7.3          1,668      6.0 7.0 2,312      0.5 0.2 8.6          

平成２7年度 計 16,441     △ 2.1 △ 0.4 27,764     0.7 8.4 7.1          1,628      △ 2.4 3.4 2,314      0.1 0.5 8.5          

平成２８年度 計 17,017     3.5 1.4 28,985     4.4 5.2 7.0          1,666      2.3 △ 0.2 2,242      △ 3.1 △ 3.1 9.0          

平成２９年度 計

うち4～6月　計 4,504      6.5 10.2 7,326      0.7 6.4 - 370         △ 16.1 △ 6.5 542         △ 9.2 △ 10.2 -

うち7～9月　計 4,477      6.4 8.4 7,446      3.0 9.0 - 363         △ 17.3 △ 7.7 526         △ 7.1 △ 9.9 -

うち10～12月　計 -            - - -            - - - -            - - -            - - -

うち1～3月　計 -            - - -            - - - -            - - -            - - -

担当部課 交　　通　　環　　境　　部　　物　　流　　課

東海３県（愛知、岐阜、三重）の営業倉庫における数値である。

年間回転数　（回）　＝　（年間入庫高＋年間出庫高）÷（年間平均月末残高×２）

平成21年

平成21年

平成21年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成23年

　　冷　　　　蔵　　　　倉　　　　庫普　　通　　倉　　庫　　（　　１　～　３　類　）

回転数回転数 入庫トン数
増減率

残高トン数
増減率

備　　　考　　

数値 入庫トン数
増減率 増減率

残高トン数

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

25 26 27 28

千t

年度

普通倉庫（東海３県）入庫高

（１～３類倉庫のみ）

3,800

3,900

4,000

4,100

4,200

4,300

4,400

4,500

4,600

4,700

4,800

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千t

普通倉庫（東海３県）入庫高

（１～３類倉庫のみ）

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

25 26 27 28

千t

年度

冷蔵倉庫（東海３県）入庫高

200

250

300

350

400

450

500

550

600

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千t

冷蔵倉庫（東海３県）入庫高
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２．貨物輸送指標 名　　　　古　　　　屋　　　　港　　　　主　　　　要　　　　　１０　　　　　社

分類 港　　　　　　　　　　湾　　　　　　　　　　運　　　　　　　　　　送

年  月 項目 名　　　古　　　屋　　　港　　　主　　　要　　　１０　　　　社　　　　　　積　　　卸　　　実　　　績

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 千t ％ ％ 千t ％ ％ 千t ％ ％ 千t ％ ％ 千t ％ ％

平成２５年度 計 45,212     3.1 8.9 65,578     0.2 6.0 6,738      △ 2.7 4.0 7,329        24.3 21.5 124,857    2.2 7.7

平成２６年度 計 46,429     2.7 5.8 66,539     1.5 1.6 6,446      △ 4.3 △ 7.0 7,498        2.3 27.1 126,912    1.6 3.9

平成２７年度 計 45,517     △ 2.0 0.7 64,628     △ 2.9 △ 1.4 6,134      △ 4.8 △ 9.0 6,854        △ 8.6 △ 6.5 123,133    △ 3.0 △ 1.4

平成２８年度 計 46,613     2.4 0.4 64,467     △ 0.2 △ 3.1 6,519      6.3 1.1 7,847        14.5 4.7 125,446    1.9 △ 1.2

平成２９年度 計

うち4～6月　計 12,355     8.6 8.6 16,288     3.2 1.7 1,813      23.7 13.5 2,154        13.1 22.5 32,610     6.8 6.0

うち7～9月　計 11,679     1.5 4.0 15,493     △ 5.9 △ 1.0 1,756      7.1 18.9 1,958        1.5 16.6 30,886     △ 2.1 2.9

うち10～12月　計 -            - - -            - - -            - - -              - - - - -

うち1～3月　計 -            - - -            - - -            - - -              - - - - -

担当部課

平成21年

平成21年

平成21年

平成21年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

名古屋港における主要１０社の船舶積卸し実績であり、総トン数５００トン未満の接岸船舶で、陸上揚貨機を使用して行った揚積を含む。

備　　　考　　

数値 輸入トン数 輸出トン数 移入トン数 移出トン数 合計トン数
増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

海　　事　　振　　興　　部　　　　貨　　物　　・　　港　　運　　課

44,500

45,000

45,500

46,000

46,500

47,000

25 26 27 28

千t

年度

港湾運送 輸入積卸量

（名古屋港１０社）

10,750

11,000

11,250

11,500

11,750

12,000

12,250

12,500

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千t

港湾運送 輸入積卸量

（名古屋港１０社）

63,000

64,000

65,000

66,000

67,000

68,000

25 26 27 28

千t

年度

港湾運送 輸出積込量

（名古屋港１０社）

15,000

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

18,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

千t

港湾運送 輸出積込量

（名古屋港１０社）

14



２．貨物輸送指標 航空貨物（名古屋空港→中部国際空港）

分類

年  月 項目 中部空港 国際線 中部空港　国内線

対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 t ％ ％ t ％ ％

平成２５年度 計 146,923    35.9 26.7 31,061     14.7 14.5

平成２６年度 計 176,142    19.9 63.0 29,467     △ 5.1 8.8

平成２7年度 計 161,055    △ 8.6 9.6 25,737     △ 12.7 △ 17.1

平成２８年度 計 165,605    2.8 △ 6.0 23,590     △ 8.3 △ 19.9

平成２９年度 計

うち4～6月　計 42,673     3.0 5.8 5,774      8.7 △ 8.3

うち7～9月　計 44,467     11.4 8.5 6,088      △ 0.4 △ 11.3

うち10～12月　計 -             - - - - -

うち1～3月　計 -             - - - - -

担当部課 中部国際空港(株)

平成21年

平成21年

平成21年

平成21年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

航　　　空　　　貨　　　物

中部国際空港における貨物取扱量である。

備　　　考　　

数値 取扱トン数 取扱トン数
増減率 増減率

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

25 26 27 28

t

年度

空港貨物取扱量

（国際線）

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

t

空港貨物取扱量

（国際線）

20,000

25,000

30,000

35,000

25 26 27 28

t

年度

空港貨物取扱量

（国内線）

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

t

空港貨物取扱量

（国内線）
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３．その他

分類

年  月 項目 管内　海外旅行

対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

平成２５年度 計 99,793    △ 4.8 2.6 180,415   2.1 7.0

平成２６年度 計 91,713    △ 8.1 △ 12.5 179,981   △ 0.2 1.9

平成２7年度 計 80,774    △ 11.9 △ 19.1 191,757   6.5 6.3

平成２８年度 計 78,503    △ 2.8 △ 14.4 185,022   △ 3.5 2.8

平成２９年度 計

うち4～6月　計 18,143    6.6 △ 4.4 47,723    △ 4.9 △ 4.6

うち7～9月　計 22,430    0.6 △ 1.3 46,167    △ 5.3 △ 11.4

うち10～12月　計 -           - - - - -

うち1～3月　計 -           - - - - -

平成22年

平成22年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成23年

平成24年

平成24年

旅　　　行　　　業

管内　国内旅行

担当部課 企　画　観　光　部　　　観　光　地　域　振　興　課

旅行業主要５社の管内における取扱額の合計である。

備　　　考　　

数値 取 扱 額
増減率

取 扱 額
増減率

60,000

80,000

100,000

120,000

25 26 27 28

百万円

年度

海外旅行業 取扱額

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

百万円 海外旅行業 取扱額

140,000

160,000

180,000

200,000

25 26 27 28

百万円

年度

国内旅行業 取扱額

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

百万円
国内旅行業 取扱額
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３．その他

分類 自　　　　　　　　動　　　　　　　　車　　　　　　　　　登　　　　　　　　録

年  月 項目 管内　自動車新車 管内　軽自動車新車 管内　自動車数 うち　軽自動車数 うち　二輪自動車数

対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年 対前年 対前々年

〔単位〕 台 ％ ％ 台 ％ ％ 千台 ％ ％ 千台 ％ ％ 千台 ％ ％

平成２５年度 計 584,933   5.3 11.3 356,406   14.1 33.0 11,770       0.8 1.4 4,120      2.9 5.3 442        1.8 3.2

平成２６年度 計 530,917   △ 9.2 △ 4.4 341,955   △ 4.1 9.5 11,832       0.5 1.3 4,226      2.6 5.5 446        0.9 2.8

平成２7年度 計 533,863   0.6 △ 8.7 283,898   △ 17.0 △ 20.3 11,872       0.3 0.9 4,278      1.2 3.8 449        0.7 1.6

平成２８年度 計 572,310   7.2 7.8 271,286   △ 4.4 △ 20.7 11,939       0.6 0.9 4,307      0.7 1.9 452        0.7 1.4

平成２９年度 計

うち4～6月　計 131,226   7.3 12.8 65,648    19.5 3.6 11,984       0.7 1.0 4,337      0.9 1.9 458        0.6 1.2

うち7～9月　計 137,289   △ 2.2 1.7 70,008    9.9 6.7 12,023       0.6 1.1 4,356      0.9 1.8 461        0.6 1.1

うち10～12月　計 -           - - -           - - -              - - -           - - - - -

うち1～3月　計 -           - - -           - - -              - - -           - - - - -

担当部課

備　　　考　　

平成21年

平成21年

平成21年

平成21年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

平成22年

登録自動車、小型二輪自動車及び
軽自動車の台数である。

検査対象軽自動車の台数であ
る。

小型二輪自動車を含まない。 軽二輪自動車を含まない。 小型二輪自動車及び検査対象外
軽自動車の台数である。

増減率 増減率
保有車両数 保有車両数

増減率

自　　動　　車　　技　　術　　安　　全　　部　　　管　　理　　課

数値 登録台数 届出台数 保有車両数
増減率 増減率

500,000

520,000

540,000

560,000

580,000

600,000

25 26 27 28

台

年度

自動車新車登録台数

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

台

自動車新車登録台数

250,000

270,000

290,000

310,000

330,000

350,000

370,000

25 26 27 28

台

年度

軽自動車新車届出台数

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

10～

12月

1～3

月

4～6

月

7～9

月

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

台

軽自動車新車届出台数
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